
１．調査要領
(1)調査対象

ア 対象地区 地区内小規模事業者

イ 対象企業数 事業所

ウ 回答企業数 事業所 ％）

(2)調査対象期間

平成２７年７月～平成２７年１２月

（調査時点　　平成２７年１２月１日）

(3)調査方法

経営指導員等による巡回または窓口によるヒアリング調査

(4)調査対象と回答企業の構成
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２．地域内産業全体の景況概要

【後継者の状況】

【売上高】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【採　算】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【仕入単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【販売（客）単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【資金繰り】

どの業種も厳しい経済状況が続いている。そのような中、一部の事業所においては
売上が増加傾向にある。持続化補助金を活用し、販促活動をしている事業所は成果
が出ている。商業関係の業種では、高齢化により廃業する事業所が目立ち始めてき
た。
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「後継者なし」の回答が多かったが、商業関係では数件を除き「後継者なし」の
回答だった。今後廃業が増加する可能性が大きい。

いずれも「減少」が若干多い調査結果となった。当地区においては景気が今一良
くならないこと、複数の店舗では高齢のお客様が多いため、亡くなることにより
お客様の死亡→売上減少　となっている事業所が見受けられた。年金受給日に売
上が集中するをいう回答もあった。

小売業を中心に「悪化」と答える事業所が多かった。全体的には経費を削ること
により採算を確保している事業所があったが、今後については厳しい見方をして
いる事業所が多かった。

消費税増税の影響もあり、前年同期比で仕入単価が上昇したと回答する事業所が
過半数であった。今後も東京オリンピック開催へ向け特に建設関係の需要増が想
定され、それに伴い仕入単価も上昇していく可能性が高い。

「不変」と回答した事業所が多かった。厳しいながらも極力借入をせず、資金を
回している様子が伺えた。

「上昇」と答えた事業所は数件だった。当地域の消費者の財布の紐が固い様子が
伺えた。保険料等増加による年金収入の減少等が影響しているものと思われる。
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前年同期比 前期比 今後の見通し

【雇用動向】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【景況判断】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【経営上の問題点】

３．産業別景況概要
（１）製造業
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　売上は客単価が減少しており、新規取引先を開拓する必要がある。仕入につい
ては価格変動が激しく、価格が上がっても商品になかなか転嫁できない。高齢の
従業員が多いが求人を出しても若年者が集まらない。
　しかし、今後の業務の効率化により採算を確保できる状況である。

調査対象の半数程度は、家族のみの経営であり今後雇用を増加させる事業所はな
かった。

「不変」「悪化」が多く、今後の見通しも同様であった。新発田市を中心とした
地域の人口の減少により、今後も厳しい状況は続くものと思われる。

経営上の問題として、「税負担の増加」を上げる事業所が多かった。近年、所得
税の扶養控除の減少、社会保険料関係の増加等により事業者の金額的負担は増え
るとともに、今後は、「消費税の軽減税率導入」等により事務負担も大幅に増え
るものと思われる。その他には、受注競争の激化、経費の増大、設備の老朽化が
上げられた。
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（２）建設業

（３）卸・小売業

（４）サービス業

公共工事が落ち込んでいる中、収益をどのように確保していくかが課題である。
従業員も高齢化してきたおり、若い人材の確保が重要である。また、資材のコス
トも上がっており、採算の確保が難しくなっている。

小売業、最寄品関係は町外の大型スーパー、量販店へ流出が続いており、この傾
向は歯止めが利かない。経営者も高齢の方が多く後継者のいない事業所も多い。
独自色を出している一部の店舗では、売上が増加しており今後も明るい見通しで
あるが、全体としては厳しい状況が続いている。

業種による違いはあるが、昨今のガソリン・石油価格の低下により、特に運輸業
では好転が見込まれるが、景気動向の影響を受けやすいことから予断を許さな
い。自動車修理等は安定している事業所が多い。




